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1993 年 5 月 15 日に日本で初めてのプロサッカーリーグとして開幕した J リーグは今年
で21年目を迎えた。1993年の開幕時には1部リーグ10クラブでスタートしたJリーグは、
2014年には J1、J2、J3といった 3部リーグから構成され、Jリーグに所属するクラブ数も


















あると考えられる。(図表 1-1 参照)また J リーグが 2008 年から公表している事業計画書
(2014)は、対処すべき課題として、「2013 年 10月末現在までの J1 リーグ戦平均入場者数
は 16,659名（前年同期間比 748名減）と、平均入場者数の伸びは年々鈍化しており、一般
的な関心度の低下が浮き彫りとなっています。」と述べている。(図表 1-2 参照)また 2013









                                                   



























に対して Jリーグは 2012年に Jクラブ経営のさらなる安定化を目指し Jリーグクラブライ
センス制度を導入、2015 年には J リーグにおける健全なリーグ経営を目指し J1 リーグ戦
の大会方式を変更し、新たに採用する 18クラブによる 2ステージ制リーグ戦およびチャン


















めた結果、クラブの経営努力が進み、単年度赤字クラブ数が 2011年の 18から 2013年には









図表 1-3 Jリーグクラブライセンス制度の目的 
① 日本サッカーのさらなる水準の向上 
② クラブの経営のさらなる安定化および組織運営体制の充実 


































































第 4章は、Jリーグおよび Jクラブが抱えている問題点、取り組むべき課題として、第 2
章と第 3章をもとに問題点と課題を明らかにする。 
 














第 2章 Jリーグのビジネスモデル(リーグ全体) 
第一節 Jリーグの概要 
第一項 Jリーグの設立趣旨と理念 








献、として J LEAGUE PROFILE 2014(2014)にも明記されている。 
 
第二項 Jリーグの事業内容 






























6. 障がいを持つ人も一緒に楽しめるスポーツのシステムをつくっていきます」、の 6 項目
から構成されていることが、2014 JLEAGUE ANNUAL REPORT(2014)に明記されている。また
「主な活動内容として、プロサッカーリーグの運営を行うだけでなく、選手育成などよる
競技水準の向上、地域スポーツ振興活動によるスポーツ文化の醸成、アジアのサッカーの




























































































てきたが、その一方で数多くの経営課題を抱えているのが現状である。2014 J LEAGUE 








それらの企業を J リーグは J リーグパートナーと呼んでいる。J リーグパートナーの代表
的なものとして、J リーグの全試合に広告看板を掲出できる J リーグトップパートナー、
他のパートナーとともに行う活動を企画しメディアを通じて掲載する権利を持つ J リーグ
百年構想パートナー、J リーグのフェアプレーに共感しそれらにあったイベントを開催す
る権利を持つ J リーグフェアプレーパートナー、J リーグが主催するカップ戦をメインス




パートナー、J リーグの試合の放映権を持つ J リーグオフィシャルブロードキャスティン
グパートナー、J リーグの試合を対象としたサッカーくじを販売する権利を持つスポーツ









































 これらの現状に関して、2013 年 J リーグの収益の割合を図表 2-6、2008 年から 2013 年











第四節 財務データから分析する Jリーグの収支構造 























































































と、J1クラブでは約 200百万円から約 250百万円、J2クラブでは約 100百万円となってい









 第三節では、2013年の Jリーグ財務データから分析する Jリーグの収入構造と支出構造



































 協賛金収益の推移を見てみると、2009年の 4729百万円をピークに減少を続け 2013年で
は 3677百万円となっており(図表 2-10参照)、経常収益のおける協賛金収益の割合も 2009










られる。また 2013年 Jリーグの経常収益の約 31.4%を占めている協賛金収益の減少により、
Jリーグの経営にだけでなく、2013年 Jリーグの経常費用の約 61.4%を占める Jクラブの
収入源であるクラブ配分金にも大きな影響が出ると考えられる。 
 


























年 Jリーグの経常収益の約 40.0%を占める放映権料収益の減少は Jリーグの経営にだけで











































































第 3章 Jクラブのビジネスモデル(各クラブ) 
第一節 Jクラブの概要 
第一項Ｊリーグ百年構想クラブ 
 まず Jリーグを目指すクラブが Jリーグに入会するためには、Jリーグから Jリーグ百
年構想クラブとして認定されなくてはならない。Jリーグ百年構想クラブ規程 2条(2014)
では百年構想クラブの条件として、 












⑧ 協会に対し 2 種または 3 種のいずれかで登録したチームがあり、1 年以上活動した実








⑫ 取締役（理事）に、第 4号にいうホームタウンに居住または勤務している者が 1名以
上含まれていること 










第二項 Jクラブの資格要件と Jリーグクラブライセンス制度 
































ーグは 1993年開幕時には 1部リーグ 10クラブでスタートした。 
2014年には J1、J2、J3といった 3部リーグから構成され、Jリーグに所属するクラブ数
は、 
① J1計 18クラブ 
② J2計 22クラブ 









































































































 Jクラブの現状をとして、2014 J LEAGUE ANNUAL REPORT(2014)を見る。営業収益に関し
て、J1、J2全 40クラブの営業収益の合計は、前年から 20億円増の 793億円であり、3年
連続での増収及び過去最高金額を記録した。次に Jリーグ別での営業収益は、J1が 554億
円、J2が 239億円、クラブ別平均営業収益は J1が 30.7億円、J2が 10.9億円となった。
また収益構造別では、「広告料収入が前年 22億円増の 372億円、入場料収入が同 11億円増
の 164億円となり、J1、J2ともに、広告料収入と入場料収入の 2つが全営業収益の約 3分
の 2を占める構造となっている。」と明記されている。これらの現状に関して、2013年 J1・














 次に営業費用に関して、2014 J LEAGUE ANNUAL REPORT(2014)をよると、J1、J2全 40ク
ラブ合計での営業費用は、収入増に伴いチーム人件費の増加などがあったことから前年比










が 258 億円となっており、チーム人件費が営業費用の 44％を占めている。また J1、J2 の
両リーグにおいて、「チーム人件費に試合関連経費とトップチーム運営経費を加えたこれら
3つの経費が営業費用の約 3分の 2を占める構造となっている。」と明記されている。これ
らの現状に関して、2013年 J1・J2クラブの営業費用の割合を図表 3-6、2008年から 2013














第三節 財務データから分析する Jクラブの収支の構造 




















































































ると、J1クラブでは約 200百万円から約 250百万円、J2クラブでは約 100百万円となって
いる。2013年 J1・J2クラブの Jリーグ配分金の平均は、J1クラブ平均が 219百万円、J2







歳までの年齢層を対象としたユースチーム：交付規則にいう U-15 チーム、U-12 チーム、

































J2 クラブのトップチーム運営経費の平均は、J1 クラブ平均が 998 百万円、J2 クラブ平均




 第三節では、2013年の Jリーグ財務データから分析する Jクラブの収支の構造について





 まず、営業収益に計上される①の広告料収入について言及する。2008 年から 2013 年の














 2008年から 2013年の J1・J2クラブ合計の広告料収入の推移を見てみると、2010年の
329億円から増加傾向である。この一要因として、J2クラブ数の増加が考えられ、2010年





































































 2008年から 2013年の J1・J2クラブ合計の総入場者数の推移を見てみると、J1、J2とも
に 2009年の 871万人ピークに減少の一途を辿っており、2013年では 835万人と 2009年の
ピーク時 870万人と比べて約 35万人弱減少している(図表 3-15参照)。リーグ別で見てみ
ると、J1の 2013年総入場者数がピーク時の 2008年の 587万人から約 60万人減少してい




































 2008 年から 2013 年の J1・J2 クラブ合計の J リーグ配分金の推移を見てみると、2008




ると推測される。また 2008年から 2013年の J1・J2クラブ各クラブ平均のクラブ配分金の
推移を見てみると、J1平均(グラフ青線)、J2平均(グラフ赤線)ともに 2008年の 3.17億円、
1.13億円をピークに減少の一途を辿り、2013年では J1で 2.17億円、J2で 0.95億円とな




















 2008年から 2013年の J1・J2クラブ合計のチーム人件費の推移を見てみると、2008年の
365億円をピークに減少傾向であり、2013年では 352億円となっている(図表 3-18参照)。







2億円強の減少となっている(図表 3-19参照)。一方 J2(グラフ赤線)では 2013年において




と、それぞれ 14.86億円、11.60億円で両チームのチーム人件費だけで J2クラブの 22ク
ラブ合計人件費の約 26%を占めていることになる。2011年以降、チーム人件費が減少して
いる主な要因として、Jクラブ経営のさらなる安定化を目指した Jリーグクラブライセン
ス制度の導入が考えられる。J LEAGUE ANNUAL REPORT(2014)では、財務基準において、債
務超過や 3期連続赤字の禁止を定め、安定したクラブ経営を求めた結果、クラブの経営努
力が進み、単年度赤字クラブ数が 2011年の 18から 2013年には 11クラブに減少、債務超
過クラブも 2014年末にはゼロとなる見込みである。と言及しており、Jクラブの営業費用
の約 45%を占めているチーム人件費もコストカットにより減少したと推測される。また J 


















2013年の J1、J2計 40クラブの内 12クラブが債務超過または 2期続けて単年度赤字に陥
っている現状をふまえると、Jクラブにおける主な収益源とされている入場料収益の減少















第 4章 J リーグおよび Jクラブが抱えている問題点と取り組むべき課題 





























 Jリーグは 1993年に 10クラブで開幕した後、徐々に Jクラブ数を増加してきた(図表
4-1参照)。1999年には J2リーグを設立し、J1合計 16クラブ、J2合計 10クラブを合わせ
て合計 26クラブになった。2005年には現在と同じ J1合計 18クラブに設定し、2005年以
降 J2リーグに参加するクラブ数を年々増加し、2013年には J2合計 22クラブまで増加し






























 Jリーグの総観客動員数の推移を見てみると、1993年開幕時の 3235750人から 2013
年では 8350228人まで増加しており、約 2.5倍増加していることになる(図表 4-2参照)。
その一方で、Jクラブの推移を見てみると、2013年では J1が 18クラブ、J2が 22クラブ、






































































































































ている(図表 5-2参照)こと、チーム人件費も 1000百万円～2000百万円の間に 12クラブが




り、Jリーグは Jクラブの収入源の 1つであるクラブ配分金、J1クラブと J2クラブ間に生
ずる昇格および降格により J1リーグ内の各クラブの戦力均衡を行っていると考えられる。 
 
 次に 2013年の Jリーグ財務データをもとに J2クラブのチーム人件費と Jクラブ順位を
































したクラブである。しかし、2014年に J1リーグに昇格した G大阪と神戸以外の 13クラブ
が勝ち点 55～70に集中していること(図表 5-4参照)や、チーム人件費も 500百万円以下に















グおよび J2リーグの標準偏差を図表 5-5として記載する。 
 
 
図表 5-5 2013年 J1リーグおよび J2リーグ 勝ち点の標準偏差 
平均値 標準偏差 最大値 最小値
J1リーグ 47.28 13.88 63 14
















② チーム人件費が 1000百万円以下のクラブでは J1リーグで戦うのは難しい 
③ J1リーグ内の各クラブの戦力均衡は J2リーグと同じレベルではかられている 
が、あげられる。J2リーグの戦力均衡の現状として、 
① チーム人件費と勝ち点にはかなり強い相関関係がある 
② チーム人件費に多く費やしているクラブほど J1リーグに昇格する可能性が高い 







年 J1・J2クラブ平均のチーム人件費は、J1クラブ平均が 13.89億円、J2クラブ平均が 4.64























第 6章 J リーグの事業戦略に関する施策の検討 

















































ら 2007年までの J1リーグの平均入場者数の推移を図表 6-2として記載する。なお 2008







 1993年から 2007年までの J1リーグ平均入場者数の推移の見てみると、J1リーグの平均
入場者数は、1996年の 1シーズン制から 1997年の 2シーズン制に J1リーグ戦の大会方式
を変更したにもかかわらず減少していることがあげられる(図表 6-2参照)。Jリーグは過
去に 2シーズン制への大会方式を変更した経験を持っており、その時には有効な施策では
























ンシップが合計 12万 4614人、01年のジュビロ磐田対鹿島アントラーズが合計 7万 2483
人と多くの観客が入っている。」と述べており、Jリーグが過去に行っていたチャンピオン
シップがもたらしたメリットについて言及している。また、2004年チャンピオンシップの







































図表 6-4 2015年シーズン J1リーグ 年間スケジュール 
1st ステージ 2nd ステージ ■Ｊリーグチャンピオンシップ
































































































































 次に 1シーズン制と 2ステージ制リーグ戦およびチャンピオンシップとの違いを明ら
かにするため、2014年シーズン J1リーグの成績を 2ステージ制リーグ戦およびチャンピ
オンシップの方式に適用する。2014年シーズン J1リーグの成績を適用した結果、2シーズ







図表 6-5 1シーズン制と 2シーズン制およびチャンピオンシップの順位比較 
1位 G大阪 年間1位(シード) G大阪
2位 浦和 前期優勝 浦和
3位 鹿島 後期優勝 G大阪







 結論として、Jリーグが 2015年から導入する 18クラブによる 2ステージ制リーグ戦お
よびチャンピオンシップのメリット・デメリットについてまとめてみると、メリットとし
て、 



































第 7章 J リーグに対する事業戦略提言、結論 








① J1リーグおよび J2リーグに参加する Jクラブ数の変更、(J1は 16クラブ、J2は 24ク
ラブとする) 
② J1リーグ戦を１シーズン制に設定、(2シーズン制を撤回する) 





















3-19参照)と J1リーグと J2リーグの間には約 3倍の差になっていること、2013年 J1リー




































































































が 4.64億円(図表 3-19参照)と J1リーグと J2リーグの間には約 3倍の差になっているこ
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概 要 
1993年 5月 15日に日本で初めてのプロサッカーリーグとして開幕した Jリーグは今年
で21年目を迎えた。1993年の開幕時には1部リーグ10クラブでスタートしたJリーグは、
2014年には J1、J2、J3といった 3部リーグから構成され、Jリーグに所属するクラブ数も
J1計 18クラブ、J2計 22クラブ、J3計 11クラブ、総合計 51クラブに増加した。また参
















 したがって本研究では、J リーグおよび J クラブのビジネスモデルを明らかにし、改善
のための今後の事業戦略を提案することを本研究の目的とする。また本研究は、日本にお
けるプロスポーツの代表的な存在である J リーグを対象として研究を行うことで、日本の
プロスポーツリーグおよびクラブが健全かつ自立した経営を実現するために一助になるこ
とを本研究の意義とする。 
 
 Jリーグのビジネスモデルを分析してみると、Jリーグの正味財産増減計算書総括表に存
在する勘定項目は、経常収益で①入会金・会費、②協賛金収益、③放映権収益、④その他、
経常費用で①リーグ運営経費、②クラブ配分金、③その他、から構成されており、経常収
益における協賛金収益および放映権収益は減少傾向、また経常費用におけるクラブ配分金
は年々増加傾向であることをふまえると、現状の Jリーグの収益構造を大幅に改善するた
めに諸施策を打つことが必要であると考えられる。次に Jクラブのビジネスモデルを分析
してみると、Jリーグ財務データに存在する主な勘定項目として、営業収益では、①広告
料収入、②入場料収入、③Jリーグ配分金、④アカデミー関連収入、⑤その他収入、営業
費用では、①チーム人件費、②試合関連経費、③トップチーム運営経費、④販管費から構
成されており、営業収益における J1各クラブ平均の広告料収入、入場料収入および平均入
場者数、J1および J2各クラブのクラブ配分金、がいずれも減少傾向であり、それに伴い
営業費用におけるチーム人件費の減少傾向である現状をふまえると、Jリーグ同様、Jクラ
ブの収益構造を大幅に改善するために諸施策を打つことが必要であると考えられる。 
 
 Jリーグおよび Jクラブが抱えている問題点として、Jリーグでは、①協賛金収益および
放映権収益の減少、②クラブ配分金の増加、Ｊクラブでは、①入場料収入および平均入場
者数の減少、②J1、J2各クラブのクラブ配当金の減少、③営業収益の減少に伴うチーム人
件費の減少、があげられる。これらの Jリーグおよび Jクラブの抱えている問題点が出て
きた原因として、Jリーグが収益を伸ばそうとして、Jクラブ数を増加させすぎたことが考
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えられ、Jリーグは、収益を伸ばそうとして Jクラブ数を増加させすぎたことより悪循環
に陥っている。その一方で、今まで誕生してきた Jクラブを理由もなく消滅させるわけに
もいかないため、Jリーグは、この問題を解決するために、リーグ・マネジメントを再考
すべき時期に来ている。 
 
Jリーグのリーグ・マネジメントの現状を分析した結果、リーグ・マネジメントとして
のクラブ配分金とリーグ間の昇格および降格、J1リーグおよび J2リーグ内に各クラブ間
の戦力均衡が存在するにもかかわらず、Jリーグが取り組むべき課題である、収益を伸ば
そうとして Jクラブ数を増加させすぎたことよる悪循環に陥っている現状から抜け出せて
いないことが明らかとなった。また、Jリーグが事業戦略の施策として 2015年シーズンか
ら行う、J1リーグ戦の大会方式である 18クラブによる 2ステージ制リーグ戦およびチャ
ンピオンシップでは、Jリーグおよび Jクラブの抱えている問題点と取り組むべき課題を
解決するには不十分であることも明らかとなった。 
 
 結論として、Jリーグおよび Jクラブの抱えている問題点と取り組むべき課題を解決す
るために、Jリーグに対して、①J1リーグおよび J2リーグに参加する Jクラブ数の変更、
②J1リーグ戦を１シーズン制に設定、③J1リーグに新たなチャンピオンシップ制の導入、
④J1および J2リーグ間の昇格および降格に関して入れ替え戦を実施、を事業戦略提言と
して言及した。これらの事業戦略提言が、Jリーグの価値の最大化に貢献し、これまで以
上に国民的なコンテンツに成長することで Jリーグに対する一般的な関心度を高め、ファ
ン・サポーターの裾野を拡大することを強く望んでいる。 
 
